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Ⅰ. 2019年度決算（有償資金協力勘定）：勘定区分と決算制度

 「独立行政法人の会計は、主務省令で定めるところにより、原則として企業会計原則によるものとする。」（独立行政法人通

則法第37条）⇒独立行政法人会計基準

 機構は、有償資金協力業務と有償資金協力業務以外の業務につき、経理を区分し、それぞれ勘定を設けて整理しなけれ

ばならない （JICA法 第17条）

（注）外交政策の遂行上の必要から外務省が引き続き自ら実施するものを除きます。

出所：JICA作成

勘定 業務 決算頻度 決算発表時期

有償資金協力勘定 有償資金協力
半期毎

（JICA法第28条）

2019年度半期 2019年11月末

2019年度通期 2020年6月末

一般勘定

技術協力

無償資金協力(注）

その他の業務

通期毎
（通則法第38条）

2019年度通期 2020年7月
（主務大臣承認後）
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2018年度 2019年度 増減

経常収益

貸付金利息 1,382 1,317 △65

受取配当金 209 159 △50

貸倒引当金・偶発損失引当金戻入 13 272 259

その他
（金銭の信託運用益、貸付手数料等）

73 77 4

経常収益合計 1,677 1,825 148

経常費用

借入金利息 165 217 52

債券利息 93 95 2

貸倒引当金・偶発損失引当金繰入 18 0 △18

業務委託費 339 291 △47

その他（物件費等） 284 265 △20

経常費用合計 899 868 △31

臨時損益 0 0 0

当期総利益 778 956 179
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出所：JICA作成
*四捨五入しているため、合計値が合わない箇所があります。

損益の状況 （単位：億円）

778

*1 金銭の信託運用益、貸付手数料等

*2 物件費等

Ⅰ.2019年度決算概要（有償資金協力勘定）- P/L概況

956

2018年度
総利益

2019年度
総利益

（単位：億円）



2019年 2020年
増減

3月末 3月末

資
産
の
部

貸付金 123,003 126,148 3,146

貸倒引当金 △1,658 △1,421 238

破産債権、再生債権、更生債権
その他これらに準ずる債権

871 871 0

貸倒引当金 △832 △871 △39

投資有価証券・関係会社株式・金
銭の信託

909 1,035 126

その他（未収収益、固定資産等） 4,017 2,492 △1,525

資産合計 126,309 128,255 1,945

負
債
の
部

債券 8,002 7,907 △94

財政投融資資金借入金 20,374 20,692 317

偶発損失引当金 93 20 △72

その他（金融派生商品等） 407 482 75

負債合計 28,876 29,102 226

純
資
産
の
部

政府出資金 80,834 81,507 673

準備金 16,261 17,039 778

当期未処分利益 778 956 179

評価・換算差額等 △440 △350 90

純資産合計 97,433 99,153 1,719

自己資本比率（純資産/資産） 77.14% 77.31% 0.17%

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0
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資産・負債・純資産の状況 （単位：億円）

出所：JICA作成
（※）四捨五入しているため、合計値が合わない箇所があります。

 2019年3月末の自己資本比率（純資産/資産）は引き続き

約8割（77.31%）を維持。

出所：JICA作成

図：主要財投機関の政府出資額と自己資本比率（2019年3月末時点）
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自己資本比率（%）
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出所：JICA作成

（※）億円未満は四捨五入しているため、合計値が合わない箇所があります。

出所：JICA作成

（※）億円未満は四捨五入しているため、合計値が合わない箇所があります。

銀行法によるリスク管理債権 （単位：億円） 金融再生法基準による開示債権と貸倒引当金金額（単位：億円）

2019年 2019年 2020年

3月末 9月末 3月末

破綻先債権 － － －

延滞債権 871 871 871

3ヶ月以上延滞債権 － － －

貸出条件緩和債権 6,093 5,869 4,735

合計① 6,964 6,740 5,606

貸出金残高合計② 123,874 123,628 127,019

①／②（%） 5.62 5.45 4.41

1,
2019年 2019年 2020年

3月末 9月末 3月末

正常債権以外の債権① 6,964 6,740 5,606

破産更生債権 － － －

危険債権 871 871 871

要管理債権 6,093 5,869 4,735

正常債権 117,188 117,170 121,681

合計② 124,152 123,909 127,286

①／②（%） 5.61 5.44 4.40

貸倒引当金金額 2,490 2,519 2,291

Ⅰ.2019年度決算概要（有償資金協力勘定）- リスク管理債権



運輸 34.6%

電力・ガス 20.5%社会的サービス
14.6%

鉱工業 5.7%

灌漑・治水・干拓
4.5%

農林・水産業 3.4%

通信 2.6%

その他 1.4%
商品借款等 12.8%

2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末 2019年度末

円借款 117,825 119,611 122,968 125,751 128,806

海外
投融資

429 682 953 1,155 1,323

合計 118,254 120,294 123,921 126,906 130,129

（※） 残高については債権管理上の実績であり、財務諸表上の金額とは計上方法が異
なります。

出所：JICA作成

（※） 中華人民共和国に対する円借款は、2007年12月に承諾した
6案件をもって新規供与は終了しています。

有償資金協力出融資残高（※） （単位：億円） 分野別有償資金協力承諾割合（累計）（2019年度末時点・金額ベース）

地域別有償資金協力承諾割合（累計）（2019年度末時点・金額ベース）
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有償資金協力残高上位10ヵ国（2019年度末時点）（単位：億円）

国名 残高

1 インド 23,239

2 ベトナム 15,929

3 インドネシア 12,773

4 中華人民共和国（※） 9,475

5 フィリピン 7,660

6 バングラデシュ 7,651

7 パキスタン 5,606

8 スリランカ 3,704

9 イラク 3,676

10 ミャンマー 3,608

東南アジア
40.2%

南アジア 25.7%

東アジア 10.4%

中央アジア・コー

カサス 2.0%

中東 7.0%

アフリカ 3.8%

南米 3.3%

欧州 3.0%

国際機関等
2.0%

中米・カリブ 1.6% その他 0.6%
大洋州 0.4%

Ⅱ. 業務実績： 2019年度 ‐ 有償資金協力残高
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出所：JICA作成

（単位：億円）

国名 承諾額

1 インド 3,844

2 バングラデシュ 2,758

3 ウズベキスタン 1,879

4 ミャンマー 1,689

5 インドネシア 1,551

6 イラク 1,100

7 ケニア 849

8 カンボジア 349

9 フィリピン 265

10 ブラジル 189

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

9,715 9,046 11,385 10,894 11,076

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

22,609 14,858 18,884 12,661 15,232

有償資金協力承諾額 （単位：億円）

有償資金協力貸付実行額 （単位：億円）

2019年度有償資金協力承諾額上位10ヵ国 （単位：億円）

0
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Ⅱ.業務実績： 2019年度‐有償資金協力承諾額、出融資実行額
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円借款案件（38件）、ドル建て借款案件（2件）、海外投融資案件（11件）

バングラデシュ

ミャンマー

東南アジア・大洋州

南アジア

アフリカ

中東

有償資金協力承諾国（地図）

ルワンダ
農業変革を通じた栄養改善のための分

野別政策借款

インドネシア

インド

メガラヤ州における住民参加型森林管理
及び生計改善事業

アーメダバード・メトロ事業（第二期）
ムンバイ湾横断道路建設事業（第二期）
ナグプール市ナグ川汚染緩和事業
マディヤ・プラデシュ州地方給水事業
グジャラート州生態系再生事業
貨物専用鉄道事業（フェーズ１）（第四期）
ムンバイメトロ3号線建設事業（第三期）
北東州道路網連結性改善事業（フェーズ

4）
中小零細事業者支援事業

中央アジア

メキシコ

ウズベキスタン
ナボイ火力発電所近代化事業（フェーズ2）
園芸作物バリューチェーン強化事業
電力セクター能力強化事業（フェーズ2）

南アメリカ

カンボジア

ダッカ都市交通整備事業 （1号線）（第一期 ）
マタバリ港開発事業（第一期）
省エネルギー推進融資事業（フェーズ2）
外国直接投資促進事業（第二期）
マタバリ超々臨界圧石炭火力発電事業（V）

タイ

ケニア
モンバサゲートブリッジ建設事業（第一

期）
モンバサ経済特区開発事業（第一期）

黒字 円借款案件 青字 海外投融資案件

赤字 ドル建て借款

フィジー

免責）地図上の表記は図示目的であり、いずれの国と地域の法的地位もしくは国境線に関し、JICA の立場を示すものではありません。

ジャカルタ下水道整備事業（第6区）（フェーズ1）
中部スラウェシインフラ復興セクターローン
災害に対する強靭化促進・管理プログラム・ローン
ジャカルタ下水道整備事業（第1区）
洪水制御セクター・ローン（フェーズ2）

フィリピン

エチオピア

エチオピア総合運輸プログラム（フェー
ズ1）におけるジンマ‐チダ間及びソド‐サ
ウラ間道路改良事業（ジンマ‐チダ間）

産業人材育成事業

ヤンゴン都市開発事業
ヤンゴン下水道整備事業
地方インフラ整備事業
都市配電網整備事業
ティラワ地区インフラ開発事業（フェーズ3）
ヤンゴン・マンダレー鉄道整備事業フェーズI（III）

マニラ首都圏主要橋梁耐震
補強事業（第二期）

ミンダナオ紛争影響地域道
路ネットワーク整備事業

国道5号線改修事業（プレッククダム－スレア
マアム間）（第三期）

国道5号線改修事業（スレアマアムーバッタン
バン間及びシソポンーポイペト間）（第二期）

中小零細事業者支援事業

東南アジア

電源構成転換促進
支援事業

アフリカ

サブサハラ・アフリカ地域中小企業
支援インパクト投資事業

Women’s World Banking

女性の金融アクセス向上事業

災害復旧スタンドバイ借款

イラク

ガーナ
カカオ豆バリューチェーン強化事業

エクアドル

ペルー

日本ＡＳＥＡＮ女性エンパワーメントファンド（増資）
金融アクセス向上マイクロファイナンス事業

日系信用組合を通じた
中小零細事業者支援事業

太陽光発電事業

ブラジル
持続的な林産業支援
分散型太陽光発電システム

導入事業

バスラ製油所改良事業（第二期）

Ⅱ.業務実績： 2019年度‐有償資金協力承諾案件一覧



SDGsへのJICAの取り組み

サブサハラ・アフリカ地域中小企業
支援インパクト投資事業
サブサハラ・アフリカ地域

モンバサゲートブリッジ建設事業
（第一期）
ケニア

ダッカ都市交通整備事業 （1号線）
（第一期 ）
バングラデシュ

災害に対する強靭化促進・管理プ
ログラム・ローン
インドネシア

グジャラート州生態系再生事業
インド

 JICAが中心的な役割を果たす10 のゴールと2019年度新規承諾案件事例

2019年度に承諾されたJICAの有償資金協力を通じた

SDGsのゴール別貢献割合（承諾額ベース）※

※2019年度新規承諾の有償資金協力案件につき、事前評価等において貢献が期待されるゴールを承諾額の割合で示したもの。複数のゴールへの貢献が期待される案件については承諾額を均等分割し試算

出所: JICA作成

農業変革を通じた栄養改善の
ための分野別政策借款
ルワンダ

マディヤ・プラデシュ州地方給
水事業
インド

産業人材育成事業
タイ

ヤンゴン下水道整備事業
ミャンマー

分散型太陽光発電システム
導入事業
ブラジル
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1 貧困撲滅

3% 2 飢餓・栄養
1%

3 健康

2%

6 水・衛生

13%

7 エネルギー

17%

8 経済成長・雇用

6%

9 インフラ・産業

44%

10 格差是正

1%

11 都市

8%

13 気候変動

3%

15 森林・生物多様性

1%

17 実施手段・パートナーシップ
1%

1 貧困撲滅 2 飢餓・栄養
3 健康 4 教育
5 ジェンダー平等 6 水・衛生
7 エネルギー 8 経済成長・雇用
9 インフラ・産業 10 格差是正
11 都市 12 持続可能な生産と消費
13 気候変動 14 海洋
15 森林・生物多様性 16 平和・ガバナンス
17 実施手段・パートナーシップ

Ⅱ.業務実績： 有償資金協力を通じたSDGs達成への貢献



出所：JICA作成

（※）億円未満は四捨五入しています。またそのために、合計が一致しないことがあります。

Ⅲ.予算：事業規模（全体・有償資金協力勘定）
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JICA全体

有償資金協力 事業規模（単位：億円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2020年度

実績 実績 実績
予算

（当初）
予算

（補正後）

原資

政府出資金 452 460 673 466 475

財政投融資 4,576 3,866 2,319 5,711 8,202

（うち財政融資資金借入金） 4,026 3,321 2,319 5,051 7,542

（うち政府保証債） 550 545 0 660 660

財投機関債 600 600 600 800 800

その他自己資金等 5,758 5,967 7,483 7,023 7,023

合計 11,386 10,894 11,076 14,000 16,500

 2020年度の事業規模（2020年度補正予算）として、技術協力（運営費交付金等）（1,554億円） 、有償資金協力（16,500億円）を見込んでいます。

また、外務省実施分・JICA実施分を含む無償資金協力の全体予算は、1,632億円を見込んでいます。



VI.JICA債の特性
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 国の全額出資による独立行政法人（JICA法 第5条第1項）

 民間代替不可能なODA（政府開発援助）を一元的に実施

 日本政府の国家戦略等において重要な役割を果たす

 日本政府と同じ格付
– R&I（格付投資情報センター）：AA+（安定的）
– S&P（スタンダード&プアーズ・レーティング・ジャパン）：A+（安定的）

政府との一体性

 「社会貢献債の発行（JICA）」は、SDGs達成に向けた我が国の具体的施策の一つ

「社会貢献債としてのJICA債の発行など、社会的リターンを考慮するファイナンスの拡大の加速化が、SDGs

達成に向けた民間資金動員の上で重要である。」（日本政府SDGs実施指針改定版（2019年12月20日）より抜粋）

 調達資金は、全額をJICAの有償資金協力業務に充当。その事業の大部分が途上国政府が実施する公

共事業への貸付（円借款）

 明確なルールのもと、透明性・公正性を確保しており、投資された資金の使途やその成果を確認できる

 JICA債はソーシャルボンドの特性に従うものとして、第三者機関よりセカンドオピニオンを取得している

 「政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、機構に追加して出資することができる。」（JICA法 第
5条第2項）

 有償資金協力勘定は8.2兆円の政府出資を受け、自己資本比率は約8割（77%）

 有償資金協力勘定は1997年度以降（2002年度を除き）期間損益ベースで黒字を維持、利益剰余金は資本金と同額まで内部留保

される

 今後、利息収支の低下や附帯する業務の実施が、財政状態に影響を与える可能性がある

 BISリスクウェイト：10%

 JICA債の優先弁済権：一般担保付

財務の健全性

投資意義（SDGsへの貢献／ESG投資／ソーシャルボンド）2

1

3



Ⅴ. 国際協力機構債券：発行実績（1）

発行実績：財投機関債 第48～54回（2019～2020年度）
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概要

 2008年12月以降、2020年6月末までに財投機関債を54回発行（国内市場向け円建て、総額6,930億円）。

第37回以降、ソーシャルボンドの特性に従う債券として起債を実施。

 2014年11月以降、2020年6月末までに政府保証外債を4回発行（海外市場向けドル建て、総額20億米ドル）。

 定期発行による安定的な起債を実施。

2020年度の発行計画および状況

 国内財投機関債（800億円）及び政府保証外債（660億円）を予算に計上。

 財投機関債は、2020年6月に10年債100億円、20年債130億円を発行済。

発行額 発行日 期間（償還日） 応募者利回り 共同主幹事

2019年度

第48回 100億円 2019年6月20日 10年（2029年6月20日） 0.059% （第354回10年国債+18bp）
野村證券、SMBC日興証券、三菱UFJモルガ
ン・スタンレー証券

第49回 100億円 2019年6月20日 20年（2039年6月20日） 0.333% （第168回20年国債+6.5bp） 野村證券、SMBC日興証券、大和証券

第50回 120億円 2019年9月20日 10年（2029年9月20日） 0.055% - 大和証券、みずほ証券、SMBC日興証券

第51回 180億円 2019年12月20日 30年（2049年12月20日） 0.538% （第64回30年国債+10.5bp）
三菱UFJモルガン・スタンレー証券、大和証券、
野村證券、BNPパリバ証券

第52回 100億円 2019年3月19日 10年（2030年3月19日） 0.055% （第357回10年国債+15bp）
野村證券、SMBC日興証券、大和証券、みず
ほ証券、三菱UFJモルガン・スタンレー証券

2020年度

第53回 100億円 2020年6月26日 10年（2030年6月26日） 0.160% （第358回10年国債+15bp） SMBC日興証券、大和証券、BNPパリバ証券

第54回 130億円 2020年6月26日 20年（2040年6月26日） 0.445% （第172回20年国債+5.5bp） SMBC日興証券、大和証券、岡三証券



Ⅴ. 国際協力機構債券：発行実績（2）
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発行実績：政府保証外債

発行額 発行日 期間（償還日） 応募者利回り 共同主幹事

2014年度 第1回 5億米ドル 2014年11月13日
5年

（2019年11月13日）
1.962%

（米ドル5年ミッドスワップ
+17bp）

メリルリンチ・インターナショナル、シティグループ・グローバ
ル・マーケッツ・リミテッド、大和証券キャピタル・マーケッツヨー
ロッパリミテッド

2016年度 第2回 5億米ドル 2016年10月20日
10年

（2026年10月20日）
2.172％

（米ドル10年ミッドスワップ
+59bp）

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
メリルリンチ・ピアース・フェナー・アンド・スミス・インコーポレー
テッド、大和証券キャピタル・マーケッツヨーロッパリミテッド

2017年度 第3回 5億米ドル 2017年4月27日
10年

（2027年4月27日）
2.810％

（米ドル10年ミッドスワップ
+61bp）

メリルリンチ・ピアース・フェナー・アンド・スミス・インコーポレー
テッド、ビー・エヌ・ピー・パリバ、みずほインターナショナル

2018年度 第4回 5億米ドル 2018年6月12日
10年

（2028年6月12日）
3.375％

（米ドル10年ミッドスワップ
+41bp）

バークレイズ・バンク・ピー・エルシー、シティグループ・グロー
バル・マーケッツ・インク、大和証券キャピタル・マーケッツヨー
ロッパリミテッド、エイチエスビーシー・バンク・ピーエルーシー
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JICA ホームページ

「投資家の皆様へ」

 JICAウェブサイト 「投資家の皆様へ」にてJICA債関連の情報を閲覧頂けます

→ http://www.jica.go.jp/investor/index.html

Ⅵ. 投資家様への情報発信：JICA債情報



独立行政法人国際協力機構 財務部 市場資金課

〒102-8012 東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル

TEL：03-5226-9279

FAX：03-5226-6383

URL：http://www.jica.go.jp/investor/index.html

免責事項

本資料は、当機構に関する情報提供のみを目的として作成されたものであり、債券の募集、販売

などの勧誘を目的としたものではありません。また、本資料に記載されている機構以外の国内機

関、国際機関、統計数値などにかかわる情報は、公開情報などから引用したものであり、情報の

正確性などについて保証するものではありません。

債券への投資をご検討される場合には、当該債券の発行にあたり作成される債券内容説明書お

よびその他入手可能な直近の情報などをご確認頂き、投資家の皆様のご自身の責任でご判断下

さいますようお願い致します。

お問い合わせ先
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